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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、東京藝術大学職員就業規則（以下「就業規則」という｡)第２

条第４項の規定に基づき、期間を定めて雇用する有期雇用職員（第３条に定める

ものをいう。以下同じ｡)の就業について必要な事項を定めることを目的とする。 

２ 前項に定める有期雇用職員には、第14条の２又は労働契約法（平成19年法律第

1 2 8号）第18条、大学の教員等の任期に関する法律（平成９年法律第82号。以下

「任期法」という｡)第７条又は研究開発システムの改革の推進等による研究開発

能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成20年法律第63号。

以下「研究開発力強化法」という｡)第15条の２の規定に基づき雇用期間の定めの

ない雇用へ転換した職員を含む。 

（定義） 

第２条 この規則において有期雇用職員とは特定プロジェクトにおける教育研究又

は事務、一般事務に係る支援又は医療業務を行う職員をいう。 

２ 前項に定める特定プロジェクトは、外部資金若しくは競争的資金による経費

（大学に経理を委任された経費に限る。以下「特定経費」という｡)を使用して行

うプロジェクト、寄附講座及び大学が規則を定めて行う特定のプロジェクトをい

う（以下「特定プロジェクト等」という｡)。 

（種類等） 

第３条 この規則を適用し雇用することができる有期雇用職員の種別は、特定有期

雇用職員、事務支援職員、有期雇用医療職員（１週間の勤務時間が常勤職員と同

様の職員）及び特定短時間有期雇用職員（１週間の勤務時間が30時間を超えない

範囲内で定められる職員）とし、職種及び職名は次のとおりとする。 

種別 職種 職名 

特定有期雇用職員 特任教員 特任教授 

  特任准教授 

  特任講師 

  特任助教 

  特任助手 

 特任研究員 特任研究員 

 特任事務職員 特任事務職員 

特定短時間有期雇用職員 特任教員 特任教授 

平成 20 年９月 22 日 

制 定 



  特任准教授 

  特任講師 

  特任助教 

  特任助手 

 特任研究員 特任研究員 

 特任事務職員 特任事務職員 

事務支援職員  事務支援職員 

有期雇用医療職員 保健師 保健師 

 看護師 看護師 

２ 特定有期雇用職員及び特定短時間有期雇用職員（以下「特定有期雇用職員等」

という｡)にあっては、特定経費又は特定プロジェクト等の名称等を職名に冠する

ことができる。 

（定年） 

第４条 有期雇用職員の定年は、次の各号のとおりとする。 

（１）特任教員（特任助教及び特任助手を除く｡) 満67歳 

（２）特任助教、特任助手、特任研究員、特任事務職員及び事務支援職員及び有期

雇用医療職員 満65歳 

２ 有期雇用職員は、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の３

月31日に退職するものとする。 

（育児休業等） 

第５条 育児休業及び育児部分休業の対象者、期間及び手続等の必要事項について

は、東京藝術大学職員の育児休業等に関する規則を準用する。 

２ 育児部分休業の対象者、期間及び手続等の必要事項については、東京藝術大学

職員の育児休業等に関する規則を準用する。 

（介護休業等） 

第６条 介護休業及び介護部分休業の対象者、期間及び手続等の必要事項について

は、東京藝術大学職員の介護休業等に関する規則を準用する。 

（権限の委任） 

第７条 学長は、この規則に規定する権限の一部を他の理事又は職員に委任するこ

とができる。 

（法令との関係） 

第８条 この規則に定めのない事項については、労働基準法（昭和22年法律第49

号。以下「労基法」という｡)その他の関係法令及び諸規則の定めるところによる

ほか、特定有期雇用職員等（特任事務職員を除く｡)にあっては、東京藝術大学招

聘教員就業規則（以下「招聘教員就業規則」という｡)及び東京藝術大学教育研究

等非常勤職員就業規則（以下「教育研究等非常勤職員就業規則」という｡)の規定

を、特定有期雇用職員等のうち特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職

員にあっては、東京藝術大学事務等非常勤職員就業規則（以下「事務等非常勤職

員就業規則」という｡)の規定をそれぞれ準用する。 

（遵守遂行） 

第９条 本学及び有期雇用職員は、それぞれの立場でこの規則を誠実に遵守しなけ

ればならない。 



  第２章 特任教員 

（特任教員の定義等） 

第１０条 特任教員とは、特定プロジェクト等において教育研究に従事する者をい

う。 

２ 特任教員の採用は、選考によるものとし、教授会（社会連携センターに所属す

る者にあっては、社会連携センター運営委員会、未来創造継承センターに所属す

る者にあっては、未来創造継承センター運営委員会、言語・音声トレーニングセ

ンターに所属する者にあっては、言語・音声トレーニングセンター運営委員会、

保健管理センターに所属する者にあっては、保健管理センター運営委員会、芸術

情報センターに所属する者にあっては、芸術情報センター運営委員会とする。以

下同じ｡) 及び教育研究評議会の意見を参考として、学長が決定する。ただし、

全学的な特定プロジェクト等により採用する場合には、教育研究評議会の意見を

参考として、学長が決定する。 

３ 前項の規定にかかわらず、寄附講座教員の採用は東京藝術大学寄附講座規則の

定めるところによる。 

（労働条件の明示） 

第１１条 学長は特任教員の採用に際しては、採用予定者に対し、予め次の各号に

掲げる事項を記載した文書を交付するものとする。 

（１）労働契約の期間に関する事項 

（２）就業の場所及び従事する業務に関する事項 

（３）始業及び終業の時刻、所定勤務時間を超える労働の有無、休憩時間、休日及

び休暇に関する事項 

（４）給与に関する事項 

（５）退職に関する事項 

（提出書類） 

第１２条 特任教員は、採用に当たって、次の各号に掲げる書類を学長に提出しな

ければならない。ただし、学長が認めたときは、書類の提出を省略することがで

きる。 

（１）履歴書 

（２）卒業証明書 

（３）資格に関する証明書 

（４）外国籍の場合は、在留資格を確認できる書類 

（５）住民票記載事項証明書 

（６）健康診断書 

（７）通勤経路及び利用交通機関に関する書類 

（８）その他学長が必要と認める書類 

２ 前項の提出書類の記載事項に異動があったときは、特任教員は、所要の書類に

より、その都度速やかに、学長に届け出なければならない。 

（就業に関する特例） 

第１３条 特任教員のうち特定有期雇用職員には、招聘教員就業規則第１条から第

11条、第20条、第46条及び第47条の規定は適用しない。 

２ 特任教員のうち特定短時間有期雇用職員には、招聘教員就業規則第１条から第



11条、第20条から第25条、第39条、第46条及び第47条の規定は適用しない。 

３ 特任教員には、必要に応じ、招聘教員就業規則第54条に定めるところにより赴

任旅費及び帰国旅費等を支給することができる。 

（雇用期間及び契約の更新） 

第１４条 特任教員の雇用期間は次の各号のいずれかとする。ただし、その期間内

であっても特定プロジェクト等が終了した時はその時点で当然に終了する。 

（１）事業年度（４月１日から翌年の３月31日までをいう｡)を限度とするもの 

（２）３年を限度とするもの（労基法第14条第１項第１号に定める専門的知識等を

有する者は５年を限度とする｡) 

２ 前項の雇用期間は予算の状況及び特任教員の勤務成績の評価に基づき、更新す

ることがある。この場合において、更新することができる期間は、大学における

雇用期間（労働契約法第18条第２項の規定により通算契約期間に算入しないこと

とされる期間を除く｡)が５年（任期法第７条第１項に該当する者又は研究開発力

強化法第15条の２に該当する者（以下「特例適用者」という｡)にあっては、10

年）に達するまでとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、学長が特に必要があると認めた場合は、同項に定め

る雇用期間の限度を超えて更新することができる。 

４ 雇用期間及び契約の更新は、定年に達した日以後における最初の３月31日を超

えることはできない。 

５ 雇用契約を更新しない場合は、少なくとも30日前に当該特任教員に予告をする

ものとする。なお、特任教員から請求があった場合は、更新を行わない理由を記

載した証明書を交付するものとする。 

（雇用期間の定めのない雇用への転換） 

第１４条の２ 特任教員のうち、平成25年４月１日以降の２以上の期間の定めのあ

る雇用期間を通算した期間（労働契約法第18条第２項の規定により通算契約期間

に算入しないこととされる期間を除く｡)が５年（特例適用者にあっては、10年）

を超える者が、５年（特例適用者にあっては、10年）を超えることとなる契約期

間の初日から末日までにの間に、学長に申し出た場合は、現に雇用されている契

約期間が満了する日の翌日から雇用期間の定めのない雇用とする。当該申し出は

契約期間の満了の30日前までに文書により学長へ提出するよう努めなければなら

ない。 

２ 前項の申出に基づき雇用期間の定めのない雇用となった者については、前条の

規定は適用しない。 

３ 第１項の申出に基づき雇用期間の定めのない雇用となった者は、定年に達した

日以後における最初の３月31日に退職するものとする。 

（雇用期間の定めのない雇用となった者の労働条件等） 

第１４条の３ 前条の規定により雇用期間の定めのない雇用となった者の労働条件

は、雇用期間の定めのない雇用への転換を申し出た日における労働条件（雇用期

間及び別段の定めがある部分を除く｡)を基本とする。 

２ 前項の場合において、双方合意の上、労働条件を変更することができる。 

（給与の決定） 

第１５条 特任教員に支給する給与は、特定有期雇用職員にあっては年俸とし、特



定短時間有期雇用職員にあっては時間給とし、給与額は特任教員等俸給表（別表

１、別表２）による。 

２ 給与額は、特任教員を雇用する経費の予算の範囲内において、当該特任教員の

職務の複雑、困難及び責任の度合いに基づき、かつ、学内の均衡を考慮し号俸を

決定する。 

３ 特定有期雇用職員で、一の年度において、１年に満たない雇用期間に係る俸給

は、第１項及び前項の規定により決定された年俸額の12分の１の額にその雇用期

間の月数を乗じて得た額とする。ただし、採用する月及び任期満了する月におい

て、その月の雇用期間が１月に満たない場合、当該１月に満たない雇用期間が15

日以上のときは１月、15日未満のときは２分の１月として換算するものとする。 

（給与の種類及び支給日等） 

第１６条 特定有期雇用職員である特任教員の給与の種類、計算期間及び支給日

は、次のとおりとする。なお、特に顕著な功績をあげ、本学に多大な貢献があっ

た場合に、学長が別に定めるところにより特別顕彰手当を支給することができ

る。 

給与の種類 給与の計算期間 給与支給日 

(１)俸給 １年度間 その月の20日（ただし、その日が土曜

日、日曜日及び東京藝術大学職員の勤

務時間、休暇等に関する規則（以下

「勤務時間等規則」という｡)第17条に

規定する休日に当たる場合は、順次、

前日、前々日、翌日、前々前日とす

る｡) 

(２)諸手当 

超過勤務手当 

休日給 

一の月の初日か

ら末日まで 

翌月の20日（ただし、その日が土曜

日、日曜日及び勤務時間等規則第17条

に規定する休日に当たる場合は、順

次、前日、前々日、翌日、前々前日と

する｡) 

通勤手当  支給単位期間（６箇月を超えない範囲

内で１箇月を単位として別に定める期

間）に係る最初の月の20日（ただし、

その日が土曜日、日曜日及び勤務時間

等規則第17条に規定する休日に当たる

場合は、順次、前日、前々日、翌日、

前々前日とする｡) 

 

２ 特定短時間有期雇用職員である特任教員の給与の種類、計算期間及び支給日

は、次の表のとおりとする。 

給与の種類 給与の計算期間 給与支給日 

(１)時間給 

(２)諸手当 

支払月の前月の

初日から末日ま

その月の20日（ただし、その日が土曜

日、日曜日及び東京藝術大学職員の勤



超過勤務手当 

休日給 

 

で 務時間、休暇等に関する規則（以下

「勤務時間等規則」という｡)第17条に

規定する休日に当たる場合は、順次、

前日、前々日、翌日、前々前日とす

る｡) 

通勤手当  支給単位期間（６箇月を超えない範囲

内で１箇月を単位として別に定める期

間）に係る最初の月の翌月の20日（た

だし、その日が土曜日、日曜日及び勤

務時間等規則第17条に規定する休日に

当たる場合は、順次、前日、前々日、

翌日、前々前日とする｡) 

３ 特任教員の給与の支給は、特定有期雇用職員である特任教員にあっては、招聘

教員就業規則第22条から第25条の規定を準用し、特定短時間有期雇用職員である

特任教員にあっては、教育研究等非常勤職員就業規則第23条、第24条第１項、第

25条（夜勤手当を除く）及び第25条の２の規定をそれぞれ準用する。 

  第３章 特任研究員 

（特任研究員の定義等） 

第１７条 特任研究員とは、特定プロジェクト等において、専ら研究に従事する者

をいう。 

２ 特任研究員の採用は、選考によるものとし、教授会及び教育研究評議会の意見

を参考として、学長が決定する。ただし、全学的な特定プロジェクト等により雇

用する場合には、教育研究評議会の意見を参考として、学長が決定する。 

（労働条件の明示） 

第１８条 特任研究員の労働条件の明示については第11条の規定を準用する。 

（提出書類） 

第１９条 特任研究員の採用に当たっての提出書類は、第12条の規定を準用する。 

（就業に関する特例） 

第２０条 特任研究員のうち特定有期雇用職員には、招聘教員就業規則第１条から

第11条、第20条、第46条及び第47条の規定は適用しない。 

２ 特任研究員のうち特定短時間有期雇用職員には、招聘教員就業規則第１条から

第11条、第20条から第25条、第39条、第46条及び第47条の規定は適用しない。 

３ 赴任旅費及び帰国旅費等について第13条第３項の規定を準用する。 

（雇用期間及び契約の更新） 

第２１条 特任研究員の雇用期間及び契約の更新は、第14条、第14条の２及び第14

条の３の規定を準用する。 

（給与の決定） 

第２２条 特任研究員に支給する給与は、特定有期雇用職員にあっては年俸とし、

特定短時間有期雇用職員にあっては時間給とし、給与額は特任教員等俸給表（別

表１、別表２）により、決定する。 

２ 給与額は、特任研究員を雇用する経費の予算の範囲内において、当該特任研究



員の職務の複雑、困難及び責任の度合いに基づき、かつ、学内の均衡を考慮し号

俸を決定する。 

３ 特定有期雇用職員で、一の年度において、１年に満たない雇用期間に係る俸給

は、第１項及び前項の規定により決定された年俸額の12分の１の額にその雇用期

間の月数を乗じて得た額とする。ただし、採用する月及び任期満了する月におい

て、その月の雇用期間が１月に満たない場合、当該１月に満たない雇用期間が15

日以上のときは１月、15日未満のときは２分の１月として換算するものとする。 

（給与の種類及び支給日等） 

第２３条 特任研究員の給与の計算期間、種類及び支給日にあっては第16条の規定

を準用する。 

 

  第４章 特任事務職員及び事務支援職員 

（特任事務職員及び事務支援職員の定義） 

第２４条 特任事務職員とは、特定プロジェクト等において専門的知識経験又は優

れた識見を一定の期間活用して行うことが特に必要と認める業務に従事する者を

いう。 

２ 事務支援職員とは、一般事務に係る支援として、基礎的知識を活用して行う事

務、又は所定の手順に従って処理する事務に従事する者をいう。 

３ 有期雇用医療職員とは、医療業務に従事する者をいう。 

４ 特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員の採用は、選考によるもの

とし、学長が決定する。 

（労働条件の明示） 

第２５条 特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員の労働条件の明示に

ついては第11条の規定を準用する。 

（提出書類） 

第２６条 特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員の採用に当たっての

提出書類は、第12条の規定を準用する。 

（就業に関する特例） 

第２７条 特定有期雇用職員である特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療

職員には、事務等非常勤職員就業規則第１条から第８条、第13条、第14条、第21

条、第22条、第24条から第28条の２、第50条の２及び第50条の３の規定は適用し

ない。 

２ 特定短時間有期雇用職員である特任事務職員には、事務等非常勤職員就業規則

第１条から第８条、第13条、第14条、第21条、第24条、第27条、第28条、第50条

の２及び第50条の３の規定は適用しない。 

３ 赴任旅費及び帰国旅費等について第13条第３項の規定を準用する。 

（雇用期間及び契約の更新） 

第２８条 特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員の雇用期間及び契約

の更新は、第14条、第14条の２及び第14条の３の規定を準用する。 

（給与の決定） 

第２９条 特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員に支給する給与は、

特定有期雇用職員等である特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員に



あっては年俸とし、特定短時間有期雇用職員である特任事務職員にあっては時間

給とし、給与額は特任事務職員等俸給表（別表３、別表４）により、決定する。 

２ 給与額は、特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員を雇用する経費

の予算の範囲内において、当該特任事務職員の職務の複雑、困難及び責任の度合

いに基づき、かつ、学内の均衡を考慮し号俸を決定する。 

３ 特定有期雇用職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員で、一の年度におい

て、１年に満たない雇用期間に係る俸給は、第１項及び前項の規定により決定さ

れた年俸額の12分の１の額にその雇用期間の月数を乗じて得た額とする。ただ

し、採用する月及び任期満了する月において、その月の雇用期間が１月に満たな

い場合、当該１月に満たない雇用期間が15日以上のときは１月、15日未満のとき

は２分の１月として換算するものとする。 

（給与の種類及び支給日） 

第３０条 特任事務職員、事務支援職員及び有期雇用医療職員の給与の計算期間、

種類及び支給日にあっては第16条の規定を準用する。 

  第５章 雇用の特例 

（定年年齢を超えた者の雇用の特例） 

第３１条 本学が特に必要と認めた者にあっては、第４条の規定にかかわらず、定

年の年齢を超えて雇用及び契約の更新をすることができる。 

２ 前項の定年の年齢を超えて雇用及び契約の更新は、顕著な業績等を有する者の

うちから学長が決定する。この場合において、特任教員及び特任研究員にあって

は教育研究評議会の意見を参考とするものとする。 

３ 前項の規定により定年の年齢を超えて雇用及び契約の更新された者が、第14条

の２の規定により雇用期間の定めのない雇用となった場合の退職日は、雇用期間

の定めのない雇用となった日以後の最初の３月31日とする。 

（この規則により難い場合の措置） 

第３２条 特別の事情によりこの規則によることができない場合には、労働契約に

おいて別段の定めをすることがある。 

 

附 則 

１ この規則は、平成20年10月１日から施行する。 

２ 東京芸術大学特任教員の呼称使用に関する要項（平成19年３月28日制定）は、

廃止する。 

附 則 

この規則は、平成22年５月21日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成25年10月24日から施行し、平成25年７月18日から適用する。 

   附 則 

 この規則は、平成26年10月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成27年４月１日から施行する。 



附 則 

１ この規則は、平成30年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行日（以下「施行日」という｡)の前日に東京藝術大学職員就業規

則第２条第１項第２号に掲げる事務職員として、本学との個別雇用契約を締結し

勤務していた者で、施行日後において、引き続きこの規則の適用を受ける本学の

職員となった者の休日及び勤務時間等については、従前の雇用契約を適用する。 

附 則 

 この規則は、令和元年６月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和元年10月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和３年10月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和４年９月15日から施行する。 



別表１ 特任教員等俸給表（特定有期雇用職員） 

    （第15条第１項、第22条第1項関係） 

号俸 年 額 （円） 

 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

 ２，１６０，０００ 

 ２，５２０，０００ 

 ２，８８０，０００ 

 ３，２４０，０００ 

 ３，６００，０００ 

 ３，９６０，０００ 

 ４，３２０，０００ 

 ４，６８０，０００ 

 ５，０４０，０００ 

 ５，４００，０００ 

 ５，７６０，０００ 

 ６，１２０，０００ 

 ６，４８０，０００ 

 ６，８４０，０００ 

 ７，２００，０００ 

 ７，５６０，０００ 

 ７，９２０，０００ 

 ８，２８０，０００ 

 ８，６４０，０００ 

 ９，０００，０００ 

 ９，３６０，０００ 

 ９，７２０，０００ 

１０，０８０，０００ 

１０，４４０，０００ 

１０，８００，０００ 

１１，１６０，０００ 

１１，５２０，０００ 

１１，８８０，０００ 

１２，２４０，０００ 

１２，６００，０００ 

１２，９６０，０００ 

１３，３２０，０００ 

１３，６８０，０００ 

１４，０４０，０００ 

 

別表２ 特任教員等俸給表（特定短時間有期雇用職員）       

         （第15条第１項、第22条第1項関係） 

号俸 時 間 額 （円） 

 １ 

２ 

３ 

４ 

 １，０８０ 

 １，１００ 

 １，２００ 

 １，３００ 



５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

４０ 

４１ 

４２ 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

 １，４００ 

 １，５００ 

 １，６００ 

 １，７００ 

 １，８００ 

 １，９００ 

 ２，０００ 

 ２，１００ 

 ２，２００ 

 ２，３００ 

 ２，４００ 

 ２，５００ 

 ２，６００ 

 ２，７００ 

 ２，８００ 

 ２，９００ 

 ３，０００ 

 ３，１００ 

 ３，２００ 

 ３，３００ 

 ３，４００ 

 ３，５００ 

 ３，６００ 

 ３，７００ 

 ３，８００ 

 ３，９００ 

 ４，０００ 

 ４，１００ 

 ４，２００ 

 ４，３００ 

 ４，４００ 

 ４，５００ 

 ４，６００ 

 ４，７００ 

 ４，８００ 

 ４，９００ 

 ５，０００ 

 ５，１００ 

 ５，２００ 

 ５，３００ 

 ５，４００ 

 ５，５００ 

 ５，６００ 

 ５，７００ 

 ５，８００ 



５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

 ５，９００ 

 ６，０００ 

 ６，１００ 

 ６，２００ 

 ６，３００ 

 ６，４００ 

 ６，５００ 

 

別表３ 特任事務職員等俸給表（特定有期雇用職員及び事務支援職員） 

         （第29条第１項） 

号俸 年 額 （円） 

 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

 １，３２０，０００ 

 １，６８０，０００ 

 ２，０４０，０００ 

 ２，４００，０００ 

 ２，７６０，０００ 

 ３，１２０，０００ 

 ３，４８０，０００ 

 ３，８４０，０００ 

 ４，２００，０００ 

 ４，５６０，０００ 

 ４，９２０，０００ 

 ５，２８０，０００ 

 ５，６４０，０００ 

 ６，０００，０００ 

 ６，３６０，０００ 

 ６，７２０，０００ 

 ７，０８０，０００ 

 ７，４４０，０００ 

 ７，８００，０００ 

 ８，１６０，０００ 

 

別表４ 特任事務職員俸給表（特定短時間有期雇用職員） 

        （第29条第１項）         

号俸 時 間 額 （円） 

 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

 １，０８０ 

 １，１００ 

 １，２００ 

 １，３００ 

 １，４００ 

 １，５００ 

 １，６００ 

 １，７００ 

 １，８００ 

 １，９００ 



１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

 ２，０００ 

 ２，１００ 

 ２，２００ 

 ２，３００ 

 ２，４００ 

 ２，５００ 

 ２，６００ 

 ２，７００ 

 ２，８００ 

 ２，９００ 

 ３，０００ 

 ３，１００ 

 ３，２００ 

 ３，３００ 

 ３，４００ 

 ３，５００ 

 ３，６００ 

 

 


